
ベネズエラ経済（2018年 6月） 

 

 

１ 経済概要 

（１）政府の各種政策・統計 

  ☆国会財務・経済開発委員会(野党のみより構成)は，２０１８年５月のインフレ率を

１１０.1％と発表。前年同月比で，２４,５７１％上昇した。２０１８年の累積インフ

レ率を１,９９５.２％，２０１８年のインフレ率を３０万％と見込む。 

 

☆エル・アイサミ副大統領は，国内の両替所として，Zoom グループ，Italcambio，

Insularの３社に対して，海外送金に関連する取扱を法的に許可すると発表した。 

 

☆２０日，マドゥーロ大統領は，本年４回目となる最低賃金の引上げを発表した。 

 

☆制憲議会は，Citgo 財務担当副社長のオルテガ・サンチェスを新中銀総裁として承認

した。 

 

（２）政府予算・財政 

☆カノ鉱業開発・エコロジー大臣は，本年，既に，中銀に１７トンの金を納入し，年

末までに，昨年比３００％増の累計２４トンの納入を見込んでいると述べた。 

 

☆Torino Capital 社は，昨年１０月からの国債・PDVSA 債・公社債の未払い額が，４

５億３,３８０万米ドルに上がると試算した。 

 

（３）石油・天然ガス産業 

☆国際エネルギー機関は，ベネズエラの原油生産の減少に歯止めがかからず，今後も

減少が続くと試算した。 

 

☆２２日，第１７４回 OPEC 定例総会は，原油の増産で合意した。OPEC 加盟国が，本年

５月時点で，第１７１回 OPEC 定例総会で合意した協調減産幅を１５２％達成している

ことから，本年７月１日以降，加盟１２カ国が，１００％達成まで生産量を引上げる

ことで合意した。 

  

（４）自動車産業 

☆ベネズエラ自動車会議所(CAVENEZ)は，加盟全７社の６月の自動車生産台数は，６６

台，販売台数は，１４０台と発表。 

 

（５）主要指標 

    ６月 前月比 

外貨準備高 ８４億５千万米㌦ １０.２％減 

インフレ率（５月） １１０.１％ ３０.０％増 

家庭基礎食糧バスケット価格（５月） Ｂｓ.２２０,１３８,６２０.８１ １１９.８％増 

外貨発給額（DICOM） ５７８.５０万米㌦ ２５.８％増 

石油輸出価格 ６９.２５米㌦/バレル ２.７６米㌦増 

原油生産量 １３４万バレル/日 ５.２万バレル減 

最低賃金 Ｂｓ. ３,０００,０００ Ｂｓ.２,０００,０００増 

 

 

 



２ 経済の主な動き 

（１） 政府等の各種政策・統計 

ア 経済指標・政策（予測） 

●ヴェーグ世界銀行ラテンアメリカ・カリブ海地域総局チーフエコノミストは，世銀，

IMF は，いつでも，ベネズエラを支援する用意があると発言した。また，ベネズエラが直

面する経済，政治，社会，人道的な危機の深刻度は，この地域が，過去数十年経験したこ

とがない規模であると言及した。 

（7日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●英エコノミスト紙は，世界８４カ国の薬物，人身，動物，海賊品等の対密輸入対策を

評価したランキングで，ベネズエラの評価は，２８.１，リビア（８.６），イラク（１４.

４），ミャンマー（２２.６），ラオス（２６.８）に続く，対策が不十分な国とされた，ま

た，ラ米諸国で評価が高い国は，チリ（６９.１），アルゼンチン（６４），ウルグアイ

（６３），コロンビア（６１.６），コスタリカ（６０.６）であると発表した。 

（8日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●エル・アイサミ副大統領は，国内の両替所として，Zoom グループ，Italcambio，

Insular の３社に対して，海外送金に関連する取扱を法的に許可すると発表した。３社は，

Western Unionや Moneygram等の国際的な為替送金取扱機関とも連携している。 

（9日付各紙） 

●中銀は，６月１日付の通貨供給量が，１月時点の１３３.２兆ボリバルから，８４

４％増加する，１,２５８兆ボリバルになったと発表した。現在，市中には，１８.９兆ボ

リバル相当の１９３億６,９００万枚の紙幣が流通しており，４月時点での最高額の１０

万ボリバル紙幣の流通量は，１兆枚を超えた。 

（11日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 ●国会財務・経済開発委員会(野党のみより構成)は，２０１８年５月のインフレ率を，

１１０.1％と発表した。前年同月比で，２４,５７１％上昇し，２０１８年の累積インフ

レ率は，１,９９５.２％，本年８月～９月頃に累積インフレ率は，１０万％を超え，年末

には，３０万％になると見込んだ。 

 （12日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙・ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●Hercon Consultores 社の全国１,２００人を対象に実施した世論調査（誤差１０％）

によると，８７.５％が，国の状況は，昨年よりも悪化していると回答した。国が直面す

る問題については順に，生活費の高騰（４２.１％），モノ不足（１５.４％），治安の悪化

（１５.３％）と回答し，８１.５％が，国の危険を乗り越えるリーダーとして，マドゥー

ロ大統領は相応しくない，また，１７.６％のみが，１日３回の食事ができていると回答

した。 

（13日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●Datanalisis 社の世論調査によると，７４％が，収入のみでは生活ができず，６０％

が，政府の CLAP，補助金支援で生活を賄うことができていると回答した。 

（15日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●労働者情報分析センター(CENDAS)は，１８年５月の家庭基礎食糧バスケットは，前月

比１１９.８％増，Bs.１１９,９６３,６３９.８３増加する Bs.２２０,１３８,６２０.８

１となり，５月１日以降の最低賃金 Bs.１,０００,０００の２２０倍，１８年間分以上の

給与額に相当，前年同月比２２,１１５.６％増加となったと発表した。 

（20日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 ●政府公認両替所は，換金手数料を徴収している。海外送金サービスを提供している

Money Gram を利用する場合，送金元の国の送金金額により，手数料は変わり，Western 

Union 利用の場合は，送金金額の１４％までを，両替所の手数料も含めて徴収している模

様。 

（20日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●２０日，マドゥーロ大統領は，本年４回目となる最低賃金の引上げを発表した。最低

賃金を，Bs.１００万から Bs.３００万へ２００％引上げ，セスタチケットを，Bs.１５５.

５５万から Bs.２１９.６万へ引上げ，包括的月間給与を，１０３％引上げる Bs.５１９.



６万とし，年金受給者に対する支給額を，経済戦争捕助金も含めて Bs.４２０万に引上げ，

妊婦に対する捕助金も Bs.３００万へ引上げると発表した。（20 日付各紙） 

●２０日付官報第４１４２３号は，最低賃金その他の改定と，租税単位の単位の Bs.８

５０から Bs.１,２００への引上げを，６月１５日から適用すると掲載した。 

（23日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●オラルキアガ工業連盟会長は，加盟企業の生産稼働率が，２４％に留まると発言した。

１９９９年の加盟企業数は，１２,７００社に上ったが，その後の経済社会状況の悪化に

より，現在は，わずか３,８００社のみが操業を継続し，その生産稼働率は，極めて低い

ことから，政府に生産セクターの声を聞くように求めた。 

（25日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●８月４日にデノミネーションを予定しているが，エコノミストのブニアクによると，

デノミネーションの実施には，少なくとも，６０億枚の新紙幣が，実施日の１カ月前まで

に，市中銀に行き渡らなければならないと試算した。 

（27日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●労働者情報分析センター(CENDAS)は，１８年５月の生活バスケットは，前月比１１

７％増，Bs.１６２,２８２,６４０.２０増加する Bs.３０１,１３８,３５３.０５となり，

５月時点の最低賃金の３００倍以上，２５年間分の給与額に相当，前年比では，２１,０

１２.３％増の Bs.２９９,７７１,９８９に増加した，１日の生活費は，Bs.１０,０３７,

９４５.１０となり，最低賃金の１０倍以上が必要であると発表した。 

（28日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙・ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●コロンビア国家統計局の資料を元に，ベネズエラ・コロンビア商工会議所は，２０１

８年第１四半期のベネズエラからのコロンビア向け輸出額は，前年同期の５,９００万米

ドルから４,１００万米ドルに３１％減少し，主な輸出品は，肥料，アルミニウム製品，

プラスチック製品，主な輸入品は，砂糖，菓子，プラスチック製品，貿易額は，１億２,

９００万米ドルから１億３,０００万米ドルへ増加した。 

（28日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●Torino Capital 社は，前年４月から１年間で，最低賃金の購買力が，８７.６％減少

したと報告した。 

（28日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

イ その他 

●ベネズエラ政府は，国際労働機関（ILO）に対する分担金未払いにより，第１０７回

ILO総会における投票権を失う。 

（2日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●モラレス銀行監督庁（SUDEBAN）長官は，中銀，銀行間取次業者，携帯電話事業者等

との会合において，米ドルを利用したカードの決済や販売は，法律により処罰されると警

告した。端末は，現在全国に４２万台ほどあり，今後３カ月で，５０万台に増やすと述べ

た。 

（8日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●制憲議会は，Citgo 財務担当副社長のオルテガ・サンチェスを新中銀総裁として承認

した。 

（20日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●バルガス仮想通貨監督庁長官が解任され，ホセリト・ラミレス新仮想通貨監督庁長官

が就任した。 

（21日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●エスコテット Banesco 銀行会長は，政府による介人は８月３日までに終わり，通常営

業に戻ると見通した。 

（26日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

（２） 政府予算・財政 

ア 外貨準備高 



●６月２９日の外貨準備高は，８４.５４億米ドルとなった。 

（中央銀行） 

 

イ DICOM 

●１日，中銀は，DICOM１６回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回同様８０,００

０ボリバルで取引成立，取引額は，前回から３０８.４％増加し，２１９万７,１８５.４

４米ドル，７４法人に，１９７万２,４４９.７６米ドル，７３９名に，２２万４,７３５.

６８米ドルが割り当てられた。 

（1日付中銀ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

●８日，中銀は，DICOM１７回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回同様８０,００

０ボリバルで取引成立，取引額は，前回から５４.４６％減少し，１００万６７７.７２米

ドル。４６法人に，９８万３１９.３２米ドル，１１２名に，２万３５８.４米ドルが割り

当てられた。 

（9日付各紙） 

●１５日，中銀は，DICOM１８回目の入札結果を発表し，１米ドルは，過去２回の入札

同様８０,０００ボリバルで取引成立，取引額は，前回から３９％増加し，１３９万５７

８.７０米ドルになり，７０法人に１０２万９,８８０.８７米ドル，1,９７１名に３６万

６９７.８３米ドルが割り当てられた。 

（16日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●２２日，中銀は，DICOM１９回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回から１６.

７％下落する９６,０００ボリバルで取引成立，取引額は，前回から８４％減少し，２１

万８,９４９.４３米ドルになり，２３法人に，２１万３,５８９.０３米ドル，３４名に，

５,３６０.４０米ドルが割り当てられた。 

（23日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２９日，中銀は，DICOM２０回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回から１６.

５％下落する１１５,０００ボリバルで取引成立，取引額は，前回から３４４％増加し，

９７万３,１０８.１７米ドルとなり，７７法人に，８８万９,０９９.１２米ドル，４５０

名に，８４,００９.１２米ドルが割り当てられた。 

（30日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

ウ その他 

●国債２０３４を，合計１５％以上保有（１５億米ドル相当）する３つの基金は，支払

い期日１月分の利払い７,０００億米ドルの支払を求め，ベネズエラ政府に対して，法廷

闘争の準備として，米国の弁護団と契約を交わす。規約変更には，８５％以上の元本・利

払い分を保有する債権者の同意が必要であるところ，同３基金は，拒否する権限を保有す

る。 

（2日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●カストロ経済担当副大統領は，マドゥーロ大統領と銀行協会の会合の結果，デノミネ

ーションの実施を６０日間延長し，８月４日実施に延期すると発表した。 

（3日付各紙） 

●中銀は，米国 Citibank に対して，１億７,２００万米ドルを支払い，担保としていた

金４５万オンスを取り戻した 

（5日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●１日付臨時官報６３６９号大統領令第３４４５号，デノミネーションの実施を，８月

４日延長すると発表した。 

（6日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●中銀は，市中銀行が発行するクレジットカードに適用される最低金利を１７％，最高

金利を２９％，遅延金利を３％に改訂すると発表した。決済期間は２０日～３０日，返済

期間は２４カ月～６０カ月の設定が可能となる。 

（7日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●カノ鉱業開発・エコロジー大臣は，本年既に，中銀に１７トンの金を納入し，年末ま



でに昨年比３００％増の累計２４トンの納入を見込まれると述べた。 

（12日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●８日，中銀の外貨準備高は，８８億７,０００万米ドルとなり，１９７５年第２四半

期までの水準に落ちる，過去５年で，５８.７％減少する。 

（13日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●Torino Capital 社は，昨年１０月からの国債・PDVSA 債・公社債の未払い額が，４５

億３,３８０万米ドルに上がると試算した。 

（21日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（３） 石油・天然ガス産業 

ア ベネズエラ原油価格・原油生産量（実績） 

●６月の原油輸出価格(Merey)は，１バレル６９.２５米ドル（OPEC 同 73.22 米ﾄﾞﾙ，WTI

同 67.70 米ﾄﾞﾙ，BRENT 同 74.17 米ﾄﾞﾙ）。６月の原油生産量は，日量１３４.０万バレル

（前月比 3.73%減）。 

 
（OPEC Monthly Oil Market Report July 2018 Secondary Sources） 

OPEC石油減産状況（OPEC Secondary Sources）（単位：日量 1,000 ﾊﾞﾚﾙ） 

 

●インドの大手石油企業 ONGC Videsh 社(２００９年 San Cristobal 油田に２億米ドル

投資し，４０％の権益を保有)は，出資した合弁企業から，過去６カ月間，４億４,４００

万米ドルに上る配当金を得られていないと発表した。 

（１日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●ジャマイカのウィートレイ・エネルギー大臣は，米国金融制裁により，Petrojam 製油

所の出荷商品の売買に障害が発生していることから，同製油所からの購入を速やかに終わ

らせたいと述べた。 

（2日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●当地経済シンクタンクの Ecoanalitica は，２０１８年の原油輸出額が，２４０億米

ドルを下回ると見通す。 

（4日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●Global Petro Price は，ベネズエラのガソリン価額０.０１米ドル/リットルが，世界

一安価であると発表する。続いて，イランの０.２８米ドル/リットル，スーダンの０.３

４米ドル/リットル，クウェートの０.３５米ドル/リットル，アルジェリアの０.３６米ド

ル/リットルとなり，世界第２位の石油確認理蔵量があるサウジアラビアは，０.５４米ド

ル/リットルであった。 

（4日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●S&P Global Platts が，PDVSA は，CNCP，Chevron，Lukoil，Tipco 等顧客８企業に対

し，６月契約の出荷量として，日量１４９.５万バレルの出荷義務を負うが，半分に満た

ない日量６９.４万バレルが出荷可能であり，顧客８企業との契約不履行になる見込みと

報じる。また，重質油と軽質油混合となる Merey１６の６月契約出荷量は，日量１２７.１

万バレルであるが，出荷可能量は，日量５７.８万バレルに留まり，最も欠乏すると加え

た。 

（4日付 Global Platts ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

●ボゴタ石油産業労働組合役員は，投資・メンテナンス不足により，原油生産量が，毎

17年１月から
の生産目標

17年6月
の生産量

17年7月
の生産量

17年8月
の生産量

17年9月
の生産量

17年10月
の生産量

17年11月
の生産量

17年12月
の生産量

18年1月の
生産量

18年2月の
生産量

18年3月の
生産量

18年4月の
生産量

18年5月の
生産量

18年6月の
生産量

順守率(%)

アルジェリア 1039 1060 1059 1065 1046 1012 1013 1037 1029 1031 984 997 1031 1039 100
アンゴラ 1673 1668 1646 1646 1641 1711 1581 1633 1615 1613 1524 1515 1525 1431 368
エクアドル 522 527 536 537 536 541 533 526 523 520 518 520 519 519 112
ガボン 193 197 205 173 201 203 197 197 198 191 183 183 189 190 133
インドネシア
イラン 3797 3790 3824 3828 3827 3823 3818 3829 3829 3813 3814 3823 3829 3799 -196
イラク 4351 4502 4468 4448 4494 4383 4396 4405 4435 4425 4426 4429 4455 4533 13
クウェート 2707 2709 2703 2702 2700 2708 2703 2700 2707 2702 2704 2705 2701 2731 82
リビア 852 1001 890 923 962 973 962 978 996 968 982 955 708
ナイジェリア 1733 1748 1861 1855 1738 1790 1861 1819 1806 1810 1791 1711 1660

カタール 618 618 619 616 616 600 604 594 596 602 606 590 585 603 150

サウジアラビア 10058 9950 10067 10022 9975 10000 9996 9918 9977 9982 9934 9959 9987 10420 26

UAE 2874 2898 2905 2901 2905 2911 2883 2878 2864 2827 2864 2872 2865 2897 83

ベネズエラ 1972 1938 1932 1918 1890 1863 1834 1745 1600 1548 1488 1436 1392 1340 765

合計 29804 29857 29964 29856 29831 29755 29558 29462 29373 29254 29045 29029 29078 29502 148



週３,０００～５,０００バレル減少していると述べ，さらに，重質油改善設備に問題があ

り，出荷量の減少が継続していると述べた。 

（6日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●６日，内務司法省諜報局（SEBIN)により国家反逆罪の疑いで，４月中旬に逮捕されて

いた米国シェブロンのベネズエラ人幹部２名が釈放された。２名の幹部は，１５日毎に，

当局への出頭が義務づけられ，違反した場合，公表されていないが，再度収監される条件

付けがされている模様。（6日付ﾛｲﾀｰ通信） 

 ●Argus Media は，PDVSA が，東部及び西部にある現在，非稼働の２３,０００以上の油

井を再稼動する計画を実行に移していると報じた。PDVSA 幹部は，デル・ピノ前総裁から

引き継がれた同計画は，技術的には確かなものであるとしながらも，サービスの契約体系，

PDVSA の潜在的カウンターパートを統合すること，抽出した全ての原油を中国やロシア向

け原油返済に割り当てること等には警鐘をならした。 

（9日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●PDVSA が，日量５.７万バレルの海外原油を精製し，輸出用と国内消費用に充てること

を検討しており，ロシア産ウラル原油，イラン産ライト原油，アンゴラ産ブラソル原油が

候補に上がっている。 

（13日付ﾛｲﾀｰ通信） 

●Antigua Observer 紙が，PDVSA は，ペトロカリベ協定諸国１７カ国のうち，アティグ

ア・バブーダ，ベリーズ，ドミニカ，エル・サルバドル，ハイチ，ニカラグア，セントク

リストファー・ネーヴィス，セントビセント及びグレナディーン諸国の８カ国に対する石

油製品の供給を，石油生産量の低下と精製施設の低稼働を理由に，無期限停止すると報じ

ていたが，ブラウン・アティグア・バブーダ-首相は，フェイクニュースであるとして，

同報道を否定した。 

（15日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 ●中国側関係者によれば，６月出荷予定の中国向け原油の Merey グレードが，契約量の

半分である１船２００万バレルのみになり，PDVSA は，出荷残量を８月－９月出荷で賄う

と約束した。 

（15日付ﾛｲﾀｰ通信） 

●キュラソー政府が，イスラ製油所を，２０２０年１月から短期・長期で運営するオペ

レーターを探している。 

（22日付ﾛｲﾀｰ通信） 

●２２日，第１７４回 OPEC 定例総会は，原油の増産で合意した。OPEC 加盟国が，本年

５月時点で，第１７１回 OPEC 定例総会で合意した減産幅を，１５２％も達成しているこ

とから，本年７月１日以降，加盟１２カ国が，１００％達成まで生産量を引上げることで

合意した。サウジアラビアのファリハ・エネルギー産業鉱物資源相は OPEC 加盟・非加盟

国併せて，日量１００万バレル程度を上限に増産することで合意したと述べたが，詳細に

ついては，今後詰める模様。増産可能な国が限られていることから，実際の増産幅は，１

００万バレルに届かないと見られている。 

（23日付各紙,OPEC ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

●Venezuela Creditors Committee（VCC)は，全ての債権者を平等公平に扱わない債務

再編を支持しないと発表した。VCC は，ベネズエラ国債・PDVSA 債等のソプリン債全体の

約１３％，約８０億米ドルを保有している債権者集団であるが，他の債権者を犠牲にして

の破減的，高額な法廷闘争を避けるために，債権者による集団行動を求めると発表した。 

（25日付ﾛｲﾀｰ通信） 

●サアブ検事総長は，PDVSA 従業員１１名を，希釈材として使用するナフサの分配，タ

ンカーの配船に関係して，故意に，PDVSA に損害を与えた容疑で逮捕したと発表した。こ

れまでに逮捕された PDVSA従業員は，２３名の幹部を含めて９０名に上る。 

（28日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●ケベド石油大臣兼 PDVSA 総裁は，トリニダード・トバゴ政府代表団とガス資源事業に

ついて協議した。トリニダード・トバゴ側は，ヤング通信大臣，ラシェイ・エネルギー・

産業省次官，ロケアン国営ガス会社社長等が出席した。デル・ピノ前石油大臣時代に，米



国シェルとともに，ドラゴン・ガス田を開発し，トリニダード・トバゴへガスパイプを敷

設し，供給する事業計画が交わされている。当時の事業計画では，１億米ドルの投資によ

り，２年～３年で，２億～３億立方フィードのガスを，トリニダード・トバゴへ供給する

とされている。（29日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

（４)   自動車産業 

ア 生産・組立／販売台数（実績） 

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の６月の自動車生産台数は，６

６台（前年同月比３５.２９%減），販売台数は，１４０台（前年同月比２７.０８%減）と

発表。 

 

イ その他 

●自動車部品製造協会は，本年の外貨発給額が，４社に対し，１６.５万米ドルのみと

なり，加盟企業の生産・販売が，前年比４０％以上下落していると発表した。 

（16日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

 (５) その他産業 

ア 航空 

●セルダ国際航空運送協会（IATA) アメリカ地域バイスプレジデントは，ベネズエラ政

府が，航空業界に，３８億米ドルの未清算外貨を抱えており，今後も，経済社会情勢が悪

化する場合は，今後６カ月の間に，欧州・ラ米における政治経済情勢の変化も見込まれる

ことから，ベネズエラに就航している加盟企業５社が，今後，就航便数を削減しても不思

議ではないと発言。 

（5日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●Avior航空は，１８日から，カラカス－グアヤキル，カラカス－マナオスに，新規就

航すると発表した。 

（17日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

  

イ インフラ 

●１８日，首都圏水道公社は，水道管の破損により，リベルタドール市，バルータ市内

の給水サービスを中止すると発表した。 

（19日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●電力公社の労働者が，給与等の引上げを求めて，本社前でデモを行う。ディアス・カ

ラカス首都圏電力公社労働組合事務局長は，一般労働者の中で，月給が多い者でも，最低

賃金の２.５カ月分と生活費を十分に賄えないことから，給与，各種補助金及び食料チケ

ット額の増額を求めた。低賃金，労働環境の悪化により，２０１７年以降，１０年～２０

年勤務する熟練労働者が，１７,０００人程度退職しており，現場は，混乱状熊となって

いる。また，変電所設備は，耐用年数の２５年を優に超えており，火災等の事故が頻発し

ており，早期の交換が必要であると訴えた。 

（20日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２４日～２６日，カラカス・メトロ，電力ケーブルの盗難，電力障害等により，断続

的に不通になる。 

（27日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●NGO の Observatorio De Conflictividad Social は，断水，停電の継続に抗議するデ

モが，直近３カ月で急増し，５月は，公共インフラサービスの改善を求めるデモが，１４

１件に上ったと報告した。 

（30日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

  

ウ 食品 

●食肉加工業の Plumrose Latinoamericana 社は，工場の閉鎖を検討。労働組合代表者

によれば，６月２日，アラグア州の工場が出火し，従業員５名が負傷，工場の７０％が消

失したことを受けて，会社幹部から，工場を閉鎖し，全従業員を解雇することを口頭で伝



えられた。従業員の１,３１３家族が影響を受ける可能性があることから，州知事，大統

領に対して接収ではなく，事業を継続できるような支援を求めた。 

（14,15日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

エ 鉱業 

●アルミニウム生産の Bauxilum の労働組合は，5 月 24 日で，操業停止から８カ月を迎

えると公表した。 

（3日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

オ 印刷業 

●印刷業組合は，加盟企業の稼働率が，１０％になっていると報告。加盟企業に対して

実施したアンケートによると，米ドル不足により，原材料が購入できず，稼働率が，著し

く減少，生産量は，昨年比６０％減少している。 

（13日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

(６) 外貨発給状況 

●２０１８年６月の最後の DICOM取引レ－ト：BS.１１５,０００/US$。発給総額：５７

８万４９９.４６米ドル。 

 

（了） 

 

 

 


